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“Must Do” Agenda : デジタル変革

経営環境の厳しさが増す中、デジタル変
革プログラムの加速が避けて通れない。

再編と淘汰：弊社がEU＋6か国で実施し
た調査によると、2005年から2017年で
約1/3の銀行事業者が淘汰され、現存す
る事業者のうちの約1/5が新規参入事業
者となっている。「金融危機」「経営環
境の厳しさ」「規制対応」「デジタルカ
スタマーの台頭」などがその背景にあ
る。今後5年を見た場合、日本市場にお
いても再編と淘汰の波は避けられないだ
ろう。

デ ジ タ ル パ ワ ー ： 「 Ⓐ 伝 統 的 銀 行
（HSBC・Barclays等）」「Ⓑデジタル
シ フ ト 銀 行 （ D B S ・ サ ン タ ン デ ー ル
等 ） 」 「 Ⓒ デ ジ タ ル ネ イ テ ィ ブ 銀 行
（mBank・Atom等）」のリテール事業
の生産性を調査した。「稼働口座数/業
務 人 員 数 」 で 比 較 す る と 、 Ⓐ は 約

250-350、Ⓑは約400-500、Ⓒは約
1000-1500++だ。デジタル化は10-20％
の効率化に留まらず銀行の生産性を数倍
あげうるものだ。これはデジタルパワー
の一端だが、銀行業にとってデジタル活
用は不可避だ。

厳しさを増すマーケットの目：デジタル
化の巧拙は市場評価にも明確に表れる。
伝統的な金融機関の将来的な成長価値
は、デジタル・リーダー23%、デジタル
化に遅れをとっている金融機関は－1%

と、大きな差がついているのが実態だ。

デジタル変革の方向性

伝統的な銀行がどのようなアプローチで
デジタルパワーを活用するか—－。

①Digital Human Digital Bank：1つ目は
セルフディスラプション型のアプロー
チ。伝統的な銀行にデジタルの力を加え
て差別化する。伊予銀行は、「デジタル

が得意なところはデジタルが、人にしか
できないところは人が行い、デジタルに
よる利便性向上と、地域密着ならではの
行員の提案力強化といった付加価値向上
を実現する」という方針のもと、「生産
性向上」と「地域への責任・地域密着の
強み」の両立を企図した変革を進めて
いる。

②Digital Attacker Bank：2つ目は競争型。
自らデジタルバンクを立ち上げ既存銀行
本体と競争させるアプローチだ。サンタ
ンデールは、2017年に別エンティティの
Openbankを完全デジタル完結型にリ
ニューアルした。2つのエンティティが
独立してデジタル化に取り組むことで、
新規参入へ伍していく戦略をとっている
（Tanker & Speedboat 戦略）。

③Ecosystem Bank：3つ目は多様化をは
かるアプローチ。金融＋非金融サービス
で新たな経済圏の形成と収益プールの獲

得を目指す。例えば、RBCは金融にとど
ま ら な い サ ー ビ ス の 提 供 （ プ ラ ッ ト
フォーム化）を志向することを明らかに
している。また、日本でも、ふくおか
FGが地域エコシステムの形成をねらっ
た事業の展開を進めている。

④Community Bank：4つ目はリアルチャ
ネルネットワークの強みを活かしデジタ
ル特化型銀行に非対称戦を採るアプロー
チだ。スペインのCaixa Bankは、行内ブ
ランド（imagin bank）でデジタルサー
ビスを提供しているが、ユニークなのは
店舗を生活の場として捉え、生活家電の
販売を銀行店舗にて実施するなど生活密
着型の姿勢を鮮明にしている。

⑤Open Platform Bank：最後はAPIを通
じて自社の機能や情報を開放し、第三者
との連携に活路を見出すアプローチだ。
欧州で先行するオープンバンキングはグ
ローバルでも急速に関心が高まってお
り、日本市場での覇権争いも数年のうち
に本格化すると思われる。

邦銀の事例

伊予銀行のDigital Human Digital Bank：
同行は2018年に開始した中期経営計画
で「デジタル・ヒューマン・デジタル
（DHD）バンク」の実現を掲げている。
デジタルと人の強みを活かした新たな銀
行を創る取り組みだ。

この変革プログラムにおいて、店舗戦略
やアプリバンク戦略への布石となるひと
つの取組みが店舗タブレット“Agent”
だ。弊社が開発した、チャットとAI（人
工知能）を活用した新プラットフォーム
“Chat Co-Robot” をベースに、伊予銀行
と弊社が協働でソリューションを開発し
た。Chat Co-Robotは、人とロボットの
コラボレーションにより業務を行うもの
だ。お客様・行員・ロボット・エコシス
テムプレーヤー間でのチャットを通じた
会話により成果を共創する。全ての操作
履歴をAIエンジンで分析し、ロボットか
ら人が次にやるべきタスクなどを提示す
ることも可能になる。また、ロボットと

の会話を前提に業務をゼロベースで組み
立てたことで、事務作業の約70～80%

が削減可能となった。成果は事務の効率
化に留まらない。顧客は煩雑な手続きか
ら解放される（例：口座開設は6分へ）
など、抜本的な顧客体験の刷新につな
がっている。また、タブレットを持ち出
すことで、どこでも銀行となる。「銀行
＝店舗」という概念がなくなり、「銀行
＝人」となる。店舗は事務中心の場か
ら、相談・地域コミュニティとつながる
場になり、山間部・島嶼部であっても、
お客様のそばへ出向くことで地域への責
任を果たし続けることもできる。

同行の3年間にわたるデジタル変革プロ
グラムでは、 “Agent”を皮切りに、住宅
ローン、カードローン、アプリバンクな
どへの拡大、店舗ネットワークの見直し
や次世代店舗の導入などの各種プログラ
ムが計画されている。それぞれのプログ
ラムが連携することで銀行全体を変革
し、2020年度のDH Bank完成を目指して
いる。

ふくおかFGのEcosystem Bank：同社で
は2016 年からエコシステム型の金融
サービスプラットフォーム“iBank”事業
を展開している。当事業ではスマホアプ
リ“Wallet+”で身近なマネーサービスを
提供すると同時に、地域の異業種と連携
して銀行以外のサービス（情報コンテン
ツやクーポン）も提供する地域エコシス
テム型の事業展開を推し進めている。

昨秋には、弊社のブロックチェーン基盤
の統合管理ソリューション「ブロック
チェーン・ハブ」を活用し、iBankのポ
イントサービス“myCoin”の管理にブ
ロックチェーン技術を適用した。これ
は、地域ポイントプラットフォーム構築
へむけた第一弾の取り組みだ。ブロック
チェーンの技術特性（スマートコントラ
クト/オリジナルコインなど）に着目す
ると、地域の事業者や自治体に対し柔軟
かつ独自性のあるポイント発行の仕組み

を安価に提供できるようになる。顧客に
は地域のポイント発行企業の増加、ポイ
ント利用メニューの拡充などを通じて、
貯まりやすく、使いやすい魅力的なポイ
ントサービスを提供できる。オリジナル
コインの特性により、柔軟な発行ルール
の設定や用途制約等ができるため、地域
内での購買・消費活動の促進につなげる
ことができることが最大の魅力だ。

iBankは、サービス開始後2年で50万
ユーザーを超え、取扱銀行は、FFG配下
の福岡銀行・熊本銀行・親和銀行に加
え、沖縄銀行・広島銀行・南都銀行・山
梨中央銀行・十六銀行へと、地域エコシ
ステムは全国へ拡がりを見せ始めている
（導入検討開始を含む）。

おわりに：デジタル変革の加速

最後にデジタル変革の加速へ向けて次の
3点を強調したい。

“もう一つの”銀行を：先に示した５つの
アプローチのいずれにおいても、銀行の
内に、あるいは外に、新たに“もう一つ
の” 銀行を創るという発想が求められ
る。高い目線が高い成果を生む。

“つなぐ”テクノロジーを：レガシーシス
テムの壁から一線を画したアプローチが
スピードアップに欠かせない。2つの邦
銀の事例にあるように、テクノロジーを
うまく使うことで利益実感のある改革が
可能になる。

“大胆な”意思決定を：自前（Build）主義
にとらわれ改革スピードが損なわれては
本末転倒だ。投資余力・人的スキルのあ
る銀行を除いては、パートナーシップな
どの選択肢（Join）も視野に効果創出を
急ぐ必要があろう。

2019年証券業界を占う
～鍵となる“価値向上”
 

2018年、多くの大手証券会社では収益が悪化。このような状況を受け、各社
では利益確保のためにコスト削減や業務効率化に取り組んでいる。

例えば、業務の見直しや技術の活用によりこれまで1時間かかっていた作業を
30分で終わらせ2倍の作業をこなしたり、訪問件数を1日5件から10件へ増や
したりしてきた。しかし、収益の状況を見るとこうした効率化は限界を迎え
つつあり、ビジネスモデルの転換が求められる。

具体的には、2019年はビジネスそのものにおけるサービスの“価値向上”が鍵
となると考える。

本稿では、リテール、ホールセール顧客それぞれの観点から、サービスの
“価値向上”を実現する施策およびソリューションについて述べていきたい。
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2018年の振り返り

まずは、法規制や競合、技術の3つの観
点から証券業界の2018年を振り返りたい。

法規制：労働基準法改正に向けた労働時
間の削減や、顧客本位の徹底に向けた取
組みが進展した。

競合：売買手数料無料の証券会社の出現
（米国証券会社の売買手数料の更なる値
下げ）、異業種の参入（通信アプリ大手
の証券参入）や異業種とのコラボレー
ション、スタートアップの参入などが
あった。

技術：AI、RPA、ロボアドなどデジタル
の躍進が目立ち、業務効率化に向けた利
用が定着化した。

先の決算発表を見ると、日本の多くの証
券各社では利益は伸び悩んでいる。こう
した状況を受けて、各社では利益確保の

ため、技術を活用し即効性の高いコスト
削減や業務効率化に取り組んでいる。た
だし、こうした効率化は限界を迎えつつ
あり、本質的なビジネスモデルの転換が
求められる。

2019年に向けて

弊社では、このような「ビジネスモデル
の転換」＝「サービスの“価値向上”」と
考えている。

証券業における顧客をリテール、ウェル
スマネジメント、ホールセールに大別
し、それぞれサービスの価値向上に向け
て、どのような顧客体験が求められ、そ
れに対しどういったサービスを展開して
いくべきかを考察したい。

リテール顧客

リテール顧客は、「売買手数料の低さな
どのお得感」、「スマートフォンで完了
する口座開設や数クリックで完了する売

買など、手続きが簡便なお手軽感」、
「単なる証券の売買ではなくテーマ別投
資などのエンターテイメント性」などに
価値を感じる傾向がある。

価値向上施策の例

デジタル×デザイン×エンターテイメ
ント：資産形成層・若年層の裾野拡大を
図るためには、投資に対する興味を喚起
する仕掛けが重要である。投資の助言や
勧誘を直接的な目的とせず、デジタルプ
ラットフォーム上でデザインに富み、エ
ンターテインメント性を感じるコンテン
ツによって興味を喚起する取組みが今後
増えていくだろう。

ハイブリッド・アドバイス：弊社調査に
よれば、資産形成層・若年層の6割は証
券会社からのアドバイスを求めている。
採算面を考えると対面によるフルライン
アップのサポートが難しいことから、弊
社ではデジタルとヒューマンアドバイス

を組み合わせた「ハイブリッド・アドバ
イス」によって、顧客がお手軽にアドバ
イスを受けるサービスが広がると考えて
いる。

ウェルスマネジメント顧客

ウェルスマネジメント顧客は、「好況時
も不況時も自分の資産を守ってくれる安
心感」、「指示なしで自分のために迅速
に情報を持ってきてくれる信頼感」、
「非金融サービスも含めたパーソナライ
ズされた特別感」などに価値を感じる傾
向があるのではないか。

価値向上施策の例

商品・リサーチ部門のナレッジ活用（ハ
ウスビュー等）：海外金融機関では商
品・リサーチ部門が調査・分析したハウ
スビューをもとにして、それぞれの顧客
に合ったポートフォリオや商品選定を
行っている。日本の証券会社においても

アナリストの調査・分析結果のアセット
を活用して、組織横断で価値向上を図っ
ていく動きが加速すると考えている。

ゴールベースプランニング：海外金融機
関では「顧客が資産運用を通じて達成し
たい目標」に主眼を置いてゴールベース
プランニングの取組みが進んでいる。顧
客の中長期的なゴールを深く理解して、
顧客のゴールに合ったポートフォリオの
アドバイス・提案をフィーベースで行う
ことで、顧客に安心を感じてもらえるの
ではないか。

ホールセール顧客

ホールセール顧客は、「売上向上・コス
ト削減の達成感」、「少ない労力でサー
ビスを利用できる利便性」、「資金調
達・資産運用など財務面の堅牢化による
安定感」などに価値を感じる傾向がある
のではないか。

価値向上施策の例

部門協働でのテーラーメイド型プロダ
クト組成：ホールセール領域では、投資
銀行部門と市場部門が協働し、資本市場
向けにリスクヘッジソリューションを提
供するサービスが誕生している。従来の
事業会社の余資運用の一環としてのプ
レーンなプロダクトの売買から、その事
業会社毎のビジネス上のリスク特性に応
じたテーラーメイド型プロダクトの組
成・販売へと舵を切る動きがある。

証券インフラ機能のサービス化：装置産
業と言われる証券業界のシステムは、非
常に多岐にわたる機能を有している。金
融業界に参入したい企業にとってこの証
券インフラを一から準備することは容易
ではない。証券会社としてもこれらの企
業を顧客または協業相手としてサービス
（証券インフラ）を提供する選択肢もあ
るのではないか。

上記は施策の例であるが、共通して考え
るべき要素はサービス提供に係る時間的
な早さ、銘柄や商品の広さ、顧客に合っ
ているかの正しさ、と考える。より早
く、広く、顧客にとって正しいサービス
が何かを考えることが価値向上の指針に
なるだろう。

”価値向上”のソリューション

次に、証券業界における対顧客向けの弊
社ソリューションとして、リテール、
ウェルスマネジメント、ホールセール等
幅広い領域で活用できる「DXP(デジタ
ル・エクスペリエンス・プラットフォー
ム)」を紹介したい。

DXPは、営業員に必要なデータや機能を
ワンプラットフォーム上に搭載した営業
支援ツールである。各機能はマイクロ
サービス化され、既存資産を活用し自由
に組み合わせることができる。ここで
は、DXPの主要5機能を紹介する。

Advisor Platform：顧客情報をチャネル
統 合 的 に 管 理 す る デ ジ タ ル プ ラ ッ ト
フォーム。直感的で使いやすいUI/UXを
構築することで利活用を促進する。

Digital Advice：オンライン顧客向けの
仮想アシスタントや単純な問い合わせに
対するチャットボットによる回答等、ア
ドバイス提供と低コストを両立したハイ
ブリット・アドバイスにより、デジタル
世代の取り込みを狙う。

DXP Analytics：営業員の折衝履歴や顧客
情報、マーケットイベント等の情報を解
析し、営業員が次に取るべき行動を提示
する。

DXP Compliance：ルールベースの取引
モニタリングに加え、「音声テキスト
化」と「文書解析AI」を組み合わせ、顧
客との電話履歴モニタリングを自動化。
不正な取引や対話を検知し、支店へ即座
に通知する。

DXP Operation：顧客からの申込・申請
を電子化し、RPAを利用して既存システ
ムへの入力自動化を実現する。

おわりに

サービスの価値向上の施策は、顧客に
よって価値が異なり、業務の効率化と比
べ施策に多様性がある。そのため、証券
各社の創意工夫が鍵となる。

2019年は弊社としても、ビジネスとテ
クノロジーの両面で顧客の創意工夫を実
現し、価値向上に繋がる支援をしていき
たい。
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チ。伝統的な銀行にデジタルの力を加え
て差別化する。伊予銀行は、「デジタル

が得意なところはデジタルが、人にしか
できないところは人が行い、デジタルに
よる利便性向上と、地域密着ならではの
行員の提案力強化といった付加価値向上
を実現する」という方針のもと、「生産
性向上」と「地域への責任・地域密着の
強み」の両立を企図した変革を進めて
いる。

②Digital Attacker Bank：2つ目は競争型。
自らデジタルバンクを立ち上げ既存銀行
本体と競争させるアプローチだ。サンタ
ンデールは、2017年に別エンティティの
Openbankを完全デジタル完結型にリ
ニューアルした。2つのエンティティが
独立してデジタル化に取り組むことで、
新規参入へ伍していく戦略をとっている
（Tanker & Speedboat 戦略）。

③Ecosystem Bank：3つ目は多様化をは
かるアプローチ。金融＋非金融サービス
で新たな経済圏の形成と収益プールの獲

得を目指す。例えば、RBCは金融にとど
ま ら な い サ ー ビ ス の 提 供 （ プ ラ ッ ト
フォーム化）を志向することを明らかに
している。また、日本でも、ふくおか
FGが地域エコシステムの形成をねらっ
た事業の展開を進めている。

④Community Bank：4つ目はリアルチャ
ネルネットワークの強みを活かしデジタ
ル特化型銀行に非対称戦を採るアプロー
チだ。スペインのCaixa Bankは、行内ブ
ランド（imagin bank）でデジタルサー
ビスを提供しているが、ユニークなのは
店舗を生活の場として捉え、生活家電の
販売を銀行店舗にて実施するなど生活密
着型の姿勢を鮮明にしている。

⑤Open Platform Bank：最後はAPIを通
じて自社の機能や情報を開放し、第三者
との連携に活路を見出すアプローチだ。
欧州で先行するオープンバンキングはグ
ローバルでも急速に関心が高まってお
り、日本市場での覇権争いも数年のうち
に本格化すると思われる。

邦銀の事例

伊予銀行のDigital Human Digital Bank：
同行は2018年に開始した中期経営計画
で「デジタル・ヒューマン・デジタル
（DHD）バンク」の実現を掲げている。
デジタルと人の強みを活かした新たな銀
行を創る取り組みだ。

この変革プログラムにおいて、店舗戦略
やアプリバンク戦略への布石となるひと
つの取組みが店舗タブレット“Agent”
だ。弊社が開発した、チャットとAI（人
工知能）を活用した新プラットフォーム
“Chat Co-Robot” をベースに、伊予銀行
と弊社が協働でソリューションを開発し
た。Chat Co-Robotは、人とロボットの
コラボレーションにより業務を行うもの
だ。お客様・行員・ロボット・エコシス
テムプレーヤー間でのチャットを通じた
会話により成果を共創する。全ての操作
履歴をAIエンジンで分析し、ロボットか
ら人が次にやるべきタスクなどを提示す
ることも可能になる。また、ロボットと

の会話を前提に業務をゼロベースで組み
立てたことで、事務作業の約70～80%

が削減可能となった。成果は事務の効率
化に留まらない。顧客は煩雑な手続きか
ら解放される（例：口座開設は6分へ）
など、抜本的な顧客体験の刷新につな
がっている。また、タブレットを持ち出
すことで、どこでも銀行となる。「銀行
＝店舗」という概念がなくなり、「銀行
＝人」となる。店舗は事務中心の場か
ら、相談・地域コミュニティとつながる
場になり、山間部・島嶼部であっても、
お客様のそばへ出向くことで地域への責
任を果たし続けることもできる。

同行の3年間にわたるデジタル変革プロ
グラムでは、 “Agent”を皮切りに、住宅
ローン、カードローン、アプリバンクな
どへの拡大、店舗ネットワークの見直し
や次世代店舗の導入などの各種プログラ
ムが計画されている。それぞれのプログ
ラムが連携することで銀行全体を変革
し、2020年度のDH Bank完成を目指して
いる。

ふくおかFGのEcosystem Bank：同社で
は2016 年からエコシステム型の金融
サービスプラットフォーム“iBank”事業
を展開している。当事業ではスマホアプ
リ“Wallet+”で身近なマネーサービスを
提供すると同時に、地域の異業種と連携
して銀行以外のサービス（情報コンテン
ツやクーポン）も提供する地域エコシス
テム型の事業展開を推し進めている。

昨秋には、弊社のブロックチェーン基盤
の統合管理ソリューション「ブロック
チェーン・ハブ」を活用し、iBankのポ
イントサービス“myCoin”の管理にブ
ロックチェーン技術を適用した。これ
は、地域ポイントプラットフォーム構築
へむけた第一弾の取り組みだ。ブロック
チェーンの技術特性（スマートコントラ
クト/オリジナルコインなど）に着目す
ると、地域の事業者や自治体に対し柔軟
かつ独自性のあるポイント発行の仕組み

を安価に提供できるようになる。顧客に
は地域のポイント発行企業の増加、ポイ
ント利用メニューの拡充などを通じて、
貯まりやすく、使いやすい魅力的なポイ
ントサービスを提供できる。オリジナル
コインの特性により、柔軟な発行ルール
の設定や用途制約等ができるため、地域
内での購買・消費活動の促進につなげる
ことができることが最大の魅力だ。

iBankは、サービス開始後2年で50万
ユーザーを超え、取扱銀行は、FFG配下
の福岡銀行・熊本銀行・親和銀行に加
え、沖縄銀行・広島銀行・南都銀行・山
梨中央銀行・十六銀行へと、地域エコシ
ステムは全国へ拡がりを見せ始めている
（導入検討開始を含む）。

おわりに：デジタル変革の加速

最後にデジタル変革の加速へ向けて次の
3点を強調したい。

“もう一つの”銀行を：先に示した５つの
アプローチのいずれにおいても、銀行の
内に、あるいは外に、新たに“もう一つ
の” 銀行を創るという発想が求められ
る。高い目線が高い成果を生む。

“つなぐ”テクノロジーを：レガシーシス
テムの壁から一線を画したアプローチが
スピードアップに欠かせない。2つの邦
銀の事例にあるように、テクノロジーを
うまく使うことで利益実感のある改革が
可能になる。

“大胆な”意思決定を：自前（Build）主義
にとらわれ改革スピードが損なわれては
本末転倒だ。投資余力・人的スキルのあ
る銀行を除いては、パートナーシップな
どの選択肢（Join）も視野に効果創出を
急ぐ必要があろう。

図表1  求められる顧客体験とサービスの価値向上の施策例

2019 Accenture All rights reserved. ©

2018年の振り返り

まずは、法規制や競合、技術の3つの観
点から証券業界の2018年を振り返りたい。

法規制：労働基準法改正に向けた労働時
間の削減や、顧客本位の徹底に向けた取
組みが進展した。

競合：売買手数料無料の証券会社の出現
（米国証券会社の売買手数料の更なる値
下げ）、異業種の参入（通信アプリ大手
の証券参入）や異業種とのコラボレー
ション、スタートアップの参入などが
あった。

技術：AI、RPA、ロボアドなどデジタル
の躍進が目立ち、業務効率化に向けた利
用が定着化した。

先の決算発表を見ると、日本の多くの証
券各社では利益は伸び悩んでいる。こう
した状況を受けて、各社では利益確保の

ため、技術を活用し即効性の高いコスト
削減や業務効率化に取り組んでいる。た
だし、こうした効率化は限界を迎えつつ
あり、本質的なビジネスモデルの転換が
求められる。

2019年に向けて

弊社では、このような「ビジネスモデル
の転換」＝「サービスの“価値向上”」と
考えている。

証券業における顧客をリテール、ウェル
スマネジメント、ホールセールに大別
し、それぞれサービスの価値向上に向け
て、どのような顧客体験が求められ、そ
れに対しどういったサービスを展開して
いくべきかを考察したい。

リテール顧客

リテール顧客は、「売買手数料の低さな
どのお得感」、「スマートフォンで完了
する口座開設や数クリックで完了する売

買など、手続きが簡便なお手軽感」、
「単なる証券の売買ではなくテーマ別投
資などのエンターテイメント性」などに
価値を感じる傾向がある。

価値向上施策の例

デジタル×デザイン×エンターテイメ
ント：資産形成層・若年層の裾野拡大を
図るためには、投資に対する興味を喚起
する仕掛けが重要である。投資の助言や
勧誘を直接的な目的とせず、デジタルプ
ラットフォーム上でデザインに富み、エ
ンターテインメント性を感じるコンテン
ツによって興味を喚起する取組みが今後
増えていくだろう。

ハイブリッド・アドバイス：弊社調査に
よれば、資産形成層・若年層の6割は証
券会社からのアドバイスを求めている。
採算面を考えると対面によるフルライン
アップのサポートが難しいことから、弊
社ではデジタルとヒューマンアドバイス

を組み合わせた「ハイブリッド・アドバ
イス」によって、顧客がお手軽にアドバ
イスを受けるサービスが広がると考えて
いる。

ウェルスマネジメント顧客

ウェルスマネジメント顧客は、「好況時
も不況時も自分の資産を守ってくれる安
心感」、「指示なしで自分のために迅速
に情報を持ってきてくれる信頼感」、
「非金融サービスも含めたパーソナライ
ズされた特別感」などに価値を感じる傾
向があるのではないか。

価値向上施策の例

商品・リサーチ部門のナレッジ活用（ハ
ウスビュー等）：海外金融機関では商
品・リサーチ部門が調査・分析したハウ
スビューをもとにして、それぞれの顧客
に合ったポートフォリオや商品選定を
行っている。日本の証券会社においても

アナリストの調査・分析結果のアセット
を活用して、組織横断で価値向上を図っ
ていく動きが加速すると考えている。

ゴールベースプランニング：海外金融機
関では「顧客が資産運用を通じて達成し
たい目標」に主眼を置いてゴールベース
プランニングの取組みが進んでいる。顧
客の中長期的なゴールを深く理解して、
顧客のゴールに合ったポートフォリオの
アドバイス・提案をフィーベースで行う
ことで、顧客に安心を感じてもらえるの
ではないか。

ホールセール顧客

ホールセール顧客は、「売上向上・コス
ト削減の達成感」、「少ない労力でサー
ビスを利用できる利便性」、「資金調
達・資産運用など財務面の堅牢化による
安定感」などに価値を感じる傾向がある
のではないか。

価値向上施策の例

部門協働でのテーラーメイド型プロダ
クト組成：ホールセール領域では、投資
銀行部門と市場部門が協働し、資本市場
向けにリスクヘッジソリューションを提
供するサービスが誕生している。従来の
事業会社の余資運用の一環としてのプ
レーンなプロダクトの売買から、その事
業会社毎のビジネス上のリスク特性に応
じたテーラーメイド型プロダクトの組
成・販売へと舵を切る動きがある。

証券インフラ機能のサービス化：装置産
業と言われる証券業界のシステムは、非
常に多岐にわたる機能を有している。金
融業界に参入したい企業にとってこの証
券インフラを一から準備することは容易
ではない。証券会社としてもこれらの企
業を顧客または協業相手としてサービス
（証券インフラ）を提供する選択肢もあ
るのではないか。

上記は施策の例であるが、共通して考え
るべき要素はサービス提供に係る時間的
な早さ、銘柄や商品の広さ、顧客に合っ
ているかの正しさ、と考える。より早
く、広く、顧客にとって正しいサービス
が何かを考えることが価値向上の指針に
なるだろう。

”価値向上”のソリューション

次に、証券業界における対顧客向けの弊
社ソリューションとして、リテール、
ウェルスマネジメント、ホールセール等
幅広い領域で活用できる「DXP(デジタ
ル・エクスペリエンス・プラットフォー
ム)」を紹介したい。

DXPは、営業員に必要なデータや機能を
ワンプラットフォーム上に搭載した営業
支援ツールである。各機能はマイクロ
サービス化され、既存資産を活用し自由
に組み合わせることができる。ここで
は、DXPの主要5機能を紹介する。

Advisor Platform：顧客情報をチャネル
統 合 的 に 管 理 す る デ ジ タ ル プ ラ ッ ト
フォーム。直感的で使いやすいUI/UXを
構築することで利活用を促進する。

Digital Advice：オンライン顧客向けの
仮想アシスタントや単純な問い合わせに
対するチャットボットによる回答等、ア
ドバイス提供と低コストを両立したハイ
ブリット・アドバイスにより、デジタル
世代の取り込みを狙う。

DXP Analytics：営業員の折衝履歴や顧客
情報、マーケットイベント等の情報を解
析し、営業員が次に取るべき行動を提示
する。

DXP Compliance：ルールベースの取引
モニタリングに加え、「音声テキスト
化」と「文書解析AI」を組み合わせ、顧
客との電話履歴モニタリングを自動化。
不正な取引や対話を検知し、支店へ即座
に通知する。

DXP Operation：顧客からの申込・申請
を電子化し、RPAを利用して既存システ
ムへの入力自動化を実現する。

おわりに

サービスの価値向上の施策は、顧客に
よって価値が異なり、業務の効率化と比
べ施策に多様性がある。そのため、証券
各社の創意工夫が鍵となる。

2019年は弊社としても、ビジネスとテ
クノロジーの両面で顧客の創意工夫を実
現し、価値向上に繋がる支援をしていき
たい。

顧
客
体
験

必
要
な
要
素

価
値
向
上
の
施
策
︵
例
︶

リテール

早さ 広さ 正しさ

お得感

デジタル×デザイン
×エンターテイメント

商品・リサーチ部門の
ナレッジ活用（ハウスビュー等）

ハイブリッド・アドバイス ゴールベースプランニング

部門協働での
テーラーメイド型プロダクト組成

証券インフラ機能のサービス化

お手軽感 エンターテ
イメント性 安心感 信頼感 特別感 達成感 利便性 安定感

ウェルス ホールセール
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“Must Do” Agenda : デジタル変革

経営環境の厳しさが増す中、デジタル変
革プログラムの加速が避けて通れない。

再編と淘汰：弊社がEU＋6か国で実施し
た調査によると、2005年から2017年で
約1/3の銀行事業者が淘汰され、現存す
る事業者のうちの約1/5が新規参入事業
者となっている。「金融危機」「経営環
境の厳しさ」「規制対応」「デジタルカ
スタマーの台頭」などがその背景にあ
る。今後5年を見た場合、日本市場にお
いても再編と淘汰の波は避けられないだ
ろう。

デ ジ タ ル パ ワ ー ： 「 Ⓐ 伝 統 的 銀 行
（HSBC・Barclays等）」「Ⓑデジタル
シ フ ト 銀 行 （ D B S ・ サ ン タ ン デ ー ル
等 ） 」 「 Ⓒ デ ジ タ ル ネ イ テ ィ ブ 銀 行
（mBank・Atom等）」のリテール事業
の生産性を調査した。「稼働口座数/業
務 人 員 数 」 で 比 較 す る と 、 Ⓐ は 約

250-350、Ⓑは約400-500、Ⓒは約
1000-1500++だ。デジタル化は10-20％
の効率化に留まらず銀行の生産性を数倍
あげうるものだ。これはデジタルパワー
の一端だが、銀行業にとってデジタル活
用は不可避だ。

厳しさを増すマーケットの目：デジタル
化の巧拙は市場評価にも明確に表れる。
伝統的な金融機関の将来的な成長価値
は、デジタル・リーダー23%、デジタル
化に遅れをとっている金融機関は－1%

と、大きな差がついているのが実態だ。

デジタル変革の方向性

伝統的な銀行がどのようなアプローチで
デジタルパワーを活用するか—－。

①Digital Human Digital Bank：1つ目は
セルフディスラプション型のアプロー
チ。伝統的な銀行にデジタルの力を加え
て差別化する。伊予銀行は、「デジタル

が得意なところはデジタルが、人にしか
できないところは人が行い、デジタルに
よる利便性向上と、地域密着ならではの
行員の提案力強化といった付加価値向上
を実現する」という方針のもと、「生産
性向上」と「地域への責任・地域密着の
強み」の両立を企図した変革を進めて
いる。

②Digital Attacker Bank：2つ目は競争型。
自らデジタルバンクを立ち上げ既存銀行
本体と競争させるアプローチだ。サンタ
ンデールは、2017年に別エンティティの
Openbankを完全デジタル完結型にリ
ニューアルした。2つのエンティティが
独立してデジタル化に取り組むことで、
新規参入へ伍していく戦略をとっている
（Tanker & Speedboat 戦略）。

③Ecosystem Bank：3つ目は多様化をは
かるアプローチ。金融＋非金融サービス
で新たな経済圏の形成と収益プールの獲

得を目指す。例えば、RBCは金融にとど
ま ら な い サ ー ビ ス の 提 供 （ プ ラ ッ ト
フォーム化）を志向することを明らかに
している。また、日本でも、ふくおか
FGが地域エコシステムの形成をねらっ
た事業の展開を進めている。

④Community Bank：4つ目はリアルチャ
ネルネットワークの強みを活かしデジタ
ル特化型銀行に非対称戦を採るアプロー
チだ。スペインのCaixa Bankは、行内ブ
ランド（imagin bank）でデジタルサー
ビスを提供しているが、ユニークなのは
店舗を生活の場として捉え、生活家電の
販売を銀行店舗にて実施するなど生活密
着型の姿勢を鮮明にしている。

⑤Open Platform Bank：最後はAPIを通
じて自社の機能や情報を開放し、第三者
との連携に活路を見出すアプローチだ。
欧州で先行するオープンバンキングはグ
ローバルでも急速に関心が高まってお
り、日本市場での覇権争いも数年のうち
に本格化すると思われる。

邦銀の事例

伊予銀行のDigital Human Digital Bank：
同行は2018年に開始した中期経営計画
で「デジタル・ヒューマン・デジタル
（DHD）バンク」の実現を掲げている。
デジタルと人の強みを活かした新たな銀
行を創る取り組みだ。

この変革プログラムにおいて、店舗戦略
やアプリバンク戦略への布石となるひと
つの取組みが店舗タブレット“Agent”
だ。弊社が開発した、チャットとAI（人
工知能）を活用した新プラットフォーム
“Chat Co-Robot” をベースに、伊予銀行
と弊社が協働でソリューションを開発し
た。Chat Co-Robotは、人とロボットの
コラボレーションにより業務を行うもの
だ。お客様・行員・ロボット・エコシス
テムプレーヤー間でのチャットを通じた
会話により成果を共創する。全ての操作
履歴をAIエンジンで分析し、ロボットか
ら人が次にやるべきタスクなどを提示す
ることも可能になる。また、ロボットと

の会話を前提に業務をゼロベースで組み
立てたことで、事務作業の約70～80%

が削減可能となった。成果は事務の効率
化に留まらない。顧客は煩雑な手続きか
ら解放される（例：口座開設は6分へ）
など、抜本的な顧客体験の刷新につな
がっている。また、タブレットを持ち出
すことで、どこでも銀行となる。「銀行
＝店舗」という概念がなくなり、「銀行
＝人」となる。店舗は事務中心の場か
ら、相談・地域コミュニティとつながる
場になり、山間部・島嶼部であっても、
お客様のそばへ出向くことで地域への責
任を果たし続けることもできる。

同行の3年間にわたるデジタル変革プロ
グラムでは、 “Agent”を皮切りに、住宅
ローン、カードローン、アプリバンクな
どへの拡大、店舗ネットワークの見直し
や次世代店舗の導入などの各種プログラ
ムが計画されている。それぞれのプログ
ラムが連携することで銀行全体を変革
し、2020年度のDH Bank完成を目指して
いる。

ふくおかFGのEcosystem Bank：同社で
は2016 年からエコシステム型の金融
サービスプラットフォーム“iBank”事業
を展開している。当事業ではスマホアプ
リ“Wallet+”で身近なマネーサービスを
提供すると同時に、地域の異業種と連携
して銀行以外のサービス（情報コンテン
ツやクーポン）も提供する地域エコシス
テム型の事業展開を推し進めている。

昨秋には、弊社のブロックチェーン基盤
の統合管理ソリューション「ブロック
チェーン・ハブ」を活用し、iBankのポ
イントサービス“myCoin”の管理にブ
ロックチェーン技術を適用した。これ
は、地域ポイントプラットフォーム構築
へむけた第一弾の取り組みだ。ブロック
チェーンの技術特性（スマートコントラ
クト/オリジナルコインなど）に着目す
ると、地域の事業者や自治体に対し柔軟
かつ独自性のあるポイント発行の仕組み

を安価に提供できるようになる。顧客に
は地域のポイント発行企業の増加、ポイ
ント利用メニューの拡充などを通じて、
貯まりやすく、使いやすい魅力的なポイ
ントサービスを提供できる。オリジナル
コインの特性により、柔軟な発行ルール
の設定や用途制約等ができるため、地域
内での購買・消費活動の促進につなげる
ことができることが最大の魅力だ。

iBankは、サービス開始後2年で50万
ユーザーを超え、取扱銀行は、FFG配下
の福岡銀行・熊本銀行・親和銀行に加
え、沖縄銀行・広島銀行・南都銀行・山
梨中央銀行・十六銀行へと、地域エコシ
ステムは全国へ拡がりを見せ始めている
（導入検討開始を含む）。

おわりに：デジタル変革の加速

最後にデジタル変革の加速へ向けて次の
3点を強調したい。

“もう一つの”銀行を：先に示した５つの
アプローチのいずれにおいても、銀行の
内に、あるいは外に、新たに“もう一つ
の” 銀行を創るという発想が求められ
る。高い目線が高い成果を生む。

“つなぐ”テクノロジーを：レガシーシス
テムの壁から一線を画したアプローチが
スピードアップに欠かせない。2つの邦
銀の事例にあるように、テクノロジーを
うまく使うことで利益実感のある改革が
可能になる。

“大胆な”意思決定を：自前（Build）主義
にとらわれ改革スピードが損なわれては
本末転倒だ。投資余力・人的スキルのあ
る銀行を除いては、パートナーシップな
どの選択肢（Join）も視野に効果創出を
急ぐ必要があろう。

図表2  価値向上を実現する“デジタル・エクスペリエンス・プラットフォーム”
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2018年の振り返り

まずは、法規制や競合、技術の3つの観
点から証券業界の2018年を振り返りたい。

法規制：労働基準法改正に向けた労働時
間の削減や、顧客本位の徹底に向けた取
組みが進展した。

競合：売買手数料無料の証券会社の出現
（米国証券会社の売買手数料の更なる値
下げ）、異業種の参入（通信アプリ大手
の証券参入）や異業種とのコラボレー
ション、スタートアップの参入などが
あった。

技術：AI、RPA、ロボアドなどデジタル
の躍進が目立ち、業務効率化に向けた利
用が定着化した。

先の決算発表を見ると、日本の多くの証
券各社では利益は伸び悩んでいる。こう
した状況を受けて、各社では利益確保の

ため、技術を活用し即効性の高いコスト
削減や業務効率化に取り組んでいる。た
だし、こうした効率化は限界を迎えつつ
あり、本質的なビジネスモデルの転換が
求められる。

2019年に向けて

弊社では、このような「ビジネスモデル
の転換」＝「サービスの“価値向上”」と
考えている。

証券業における顧客をリテール、ウェル
スマネジメント、ホールセールに大別
し、それぞれサービスの価値向上に向け
て、どのような顧客体験が求められ、そ
れに対しどういったサービスを展開して
いくべきかを考察したい。

リテール顧客

リテール顧客は、「売買手数料の低さな
どのお得感」、「スマートフォンで完了
する口座開設や数クリックで完了する売

買など、手続きが簡便なお手軽感」、
「単なる証券の売買ではなくテーマ別投
資などのエンターテイメント性」などに
価値を感じる傾向がある。

価値向上施策の例

デジタル×デザイン×エンターテイメ
ント：資産形成層・若年層の裾野拡大を
図るためには、投資に対する興味を喚起
する仕掛けが重要である。投資の助言や
勧誘を直接的な目的とせず、デジタルプ
ラットフォーム上でデザインに富み、エ
ンターテインメント性を感じるコンテン
ツによって興味を喚起する取組みが今後
増えていくだろう。

ハイブリッド・アドバイス：弊社調査に
よれば、資産形成層・若年層の6割は証
券会社からのアドバイスを求めている。
採算面を考えると対面によるフルライン
アップのサポートが難しいことから、弊
社ではデジタルとヒューマンアドバイス

を組み合わせた「ハイブリッド・アドバ
イス」によって、顧客がお手軽にアドバ
イスを受けるサービスが広がると考えて
いる。

ウェルスマネジメント顧客

ウェルスマネジメント顧客は、「好況時
も不況時も自分の資産を守ってくれる安
心感」、「指示なしで自分のために迅速
に情報を持ってきてくれる信頼感」、
「非金融サービスも含めたパーソナライ
ズされた特別感」などに価値を感じる傾
向があるのではないか。

価値向上施策の例

商品・リサーチ部門のナレッジ活用（ハ
ウスビュー等）：海外金融機関では商
品・リサーチ部門が調査・分析したハウ
スビューをもとにして、それぞれの顧客
に合ったポートフォリオや商品選定を
行っている。日本の証券会社においても

アナリストの調査・分析結果のアセット
を活用して、組織横断で価値向上を図っ
ていく動きが加速すると考えている。

ゴールベースプランニング：海外金融機
関では「顧客が資産運用を通じて達成し
たい目標」に主眼を置いてゴールベース
プランニングの取組みが進んでいる。顧
客の中長期的なゴールを深く理解して、
顧客のゴールに合ったポートフォリオの
アドバイス・提案をフィーベースで行う
ことで、顧客に安心を感じてもらえるの
ではないか。

ホールセール顧客

ホールセール顧客は、「売上向上・コス
ト削減の達成感」、「少ない労力でサー
ビスを利用できる利便性」、「資金調
達・資産運用など財務面の堅牢化による
安定感」などに価値を感じる傾向がある
のではないか。

価値向上施策の例

部門協働でのテーラーメイド型プロダ
クト組成：ホールセール領域では、投資
銀行部門と市場部門が協働し、資本市場
向けにリスクヘッジソリューションを提
供するサービスが誕生している。従来の
事業会社の余資運用の一環としてのプ
レーンなプロダクトの売買から、その事
業会社毎のビジネス上のリスク特性に応
じたテーラーメイド型プロダクトの組
成・販売へと舵を切る動きがある。

証券インフラ機能のサービス化：装置産
業と言われる証券業界のシステムは、非
常に多岐にわたる機能を有している。金
融業界に参入したい企業にとってこの証
券インフラを一から準備することは容易
ではない。証券会社としてもこれらの企
業を顧客または協業相手としてサービス
（証券インフラ）を提供する選択肢もあ
るのではないか。

上記は施策の例であるが、共通して考え
るべき要素はサービス提供に係る時間的
な早さ、銘柄や商品の広さ、顧客に合っ
ているかの正しさ、と考える。より早
く、広く、顧客にとって正しいサービス
が何かを考えることが価値向上の指針に
なるだろう。

”価値向上”のソリューション

次に、証券業界における対顧客向けの弊
社ソリューションとして、リテール、
ウェルスマネジメント、ホールセール等
幅広い領域で活用できる「DXP(デジタ
ル・エクスペリエンス・プラットフォー
ム)」を紹介したい。

DXPは、営業員に必要なデータや機能を
ワンプラットフォーム上に搭載した営業
支援ツールである。各機能はマイクロ
サービス化され、既存資産を活用し自由
に組み合わせることができる。ここで
は、DXPの主要5機能を紹介する。

Advisor Platform：顧客情報をチャネル
統 合 的 に 管 理 す る デ ジ タ ル プ ラ ッ ト
フォーム。直感的で使いやすいUI/UXを
構築することで利活用を促進する。

Digital Advice：オンライン顧客向けの
仮想アシスタントや単純な問い合わせに
対するチャットボットによる回答等、ア
ドバイス提供と低コストを両立したハイ
ブリット・アドバイスにより、デジタル
世代の取り込みを狙う。

DXP Analytics：営業員の折衝履歴や顧客
情報、マーケットイベント等の情報を解
析し、営業員が次に取るべき行動を提示
する。

DXP Compliance：ルールベースの取引
モニタリングに加え、「音声テキスト
化」と「文書解析AI」を組み合わせ、顧
客との電話履歴モニタリングを自動化。
不正な取引や対話を検知し、支店へ即座
に通知する。

DXP Operation：顧客からの申込・申請
を電子化し、RPAを利用して既存システ
ムへの入力自動化を実現する。

おわりに

サービスの価値向上の施策は、顧客に
よって価値が異なり、業務の効率化と比
べ施策に多様性がある。そのため、証券
各社の創意工夫が鍵となる。

2019年は弊社としても、ビジネスとテ
クノロジーの両面で顧客の創意工夫を実
現し、価値向上に繋がる支援をしていき
たい。
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